
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

継続支出の
有無

農林水産顕彰等普及事
業

公益財団法人日本農林
漁業振興会
法人番号
2010405010186

39,000,000                 一般会計
農林水産調査研究普及
費補助金

平成27年5月1日 公財 国

補助事業のうち農林水産普
及啓発事業について、所期の
効果をより高めるため、平成
２８年度予算においては、農
林水産業展示会開催費を削
減し、農林水産普及啓発事業
を重点化した。

有

アフリカ等途上国の農
業生産拡大支援のうち
サブサハラ・アフリカに
おけるアグリビジネス展
開・促進実証モデル事
業

公益社団法人国際農林
業協働協会
法人番号
8010405002616

33,314,000                 一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成27年5月8日 公社 国
平成２７年度限りで事業廃
止。

有

アジア食料生産力・付
加価値向上人材育成事
業

公益社団法人国際農業
者交流協会
法人番号
4010805001948

24,000,000                 一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成27年4月17日 公社 国

透明性・公平性向上の取組を
実施（公募）しており、複数の
応募があった。外部有識者も
含めた公募選定委員会により
採択されたもの。

有

家畜衛生対策事業／家
畜生産農場清浄化支援
対策事業

公益社団法人中央畜産
会
法人番号
9010005013847

36,500,000                 一般会計
食の安全・消費者の信
頼確保対策事業費補助
金

平成27年7月1日 公社 国

平成27年度は、HP上での公
告掲載等に加え、事業者に直
接情報を通達する等、対応を
行ったものの、専門性の高さ
もあり、事業のうち豚コレラ対
策だけは当該団体以外から
の応募を得ることが出来な
かった。今後も事業の必要性
と公募内容についてわかりや
すく説明し、今後の公募にあ
たってはQ＆Aを作成する等、
参加者数の確保に努めたい。

有

公益法人に対する補助金等の見直しの状況

事業名
補助金交付先名及び法人番

号
交付決定額 支出元会計区分 支出元（目）名称

補助金交付決定等に係る支
出負担行為ないし意思決定

の日

公益法人の場合
点検結果

（見直す場合はその内容）

様式５ 



果実等生産出荷安定対
策事業

公益財団法人中央果実
協会
法人番号
1010405010567

5,078,250,000             一般会計
国産農畜産物・食農連
携強化対策事業費補助
金

平成27年5月18日 公財 国

優良品目・品種への転換の
加速化に向け、平成27年4月
に公表した果樹農業振興基
本方針に即し、事業の活用が
促進されるような事業の運用
見直しを行う。また、支出先
の選定における競争性・透明
性の一層の向上を図るため、
公募期間の延長を行うことと
した。

有

高収益型畜産体制構築
事業

公益社団法人中央畜産
会
法人番号
9010005013847

44,506,000                 一般会計
国産農畜産物・食農連
携強化対策事業費補助
金

平成27年4月22日 公社 国 平成27年度限りで事業廃止。 有

乳製品国際規格策定・
品質確保支援事業

公益財団法人日本乳業
技術協会
法人番号
8010005004178

14,670,000                 一般会計
国産農畜産物・食農連
携強化対策事業費補助
金

平成27年4月23日 公財 国

(公財)日本乳業技術協会は、
乳製品コーデックス規格に意
見書を提出する国際酪農連
盟（ＩＤＦ）に加盟する我が国唯
一の機関であり、見直すこと
は困難。

有

飼料穀物備蓄対策事業

公益社団法人配合飼料
供給安定機構
法人番号
9011205001658

96,708,000                 一般会計
牛肉等関税財源飼料対
策費補助金

平成27年6月3日 公社 国

　本事業は、飼料用備蓄穀
物を保有する公益社団法
人に対して、備蓄の実施に
必要な費用を助成するもの
であったため、平成27年度
においても継続して実施。
平成28年度は、民間団体
の備蓄等を支援する内容
に見直しし、支出先の選定
における競争性・透明性の
一層の向上を図るため、公
募により事業者を決定する
よう見直した。

有

農業経営基盤強化資金
利子助成金等交付事業

公益財団法人農林水産
長期金融協会
法人番号
7010005003899

6,493,513,000             一般会計
農業経営金融支援対策
費補助金

平成27年4月13日 公財 国

平成28年度行政事業レ
ビューにおいて、事業内容の
一部改善（予算額と執行額の
乖離の改善）との点検結果で
あった。乖離した理由は利子
助成のベースとなる融資の金
利水準が低利で推移したこと
によるものである。今後は、
予算要求の過程において、当
年度の利子助成額の確定額
を順次反映する等最近の実
績金利を踏まえ極力執行額と
予算額の乖離を減らすことと
する。

有



農地中間管理機構事業
／条件整備資金利子助
成事業

公益社団法人全国農地
保有合理化協会
法人番号
2010005003185

73,367,000                 一般会計
農地集積・集約化対策
事業費補助金

平成27年5月8日 公社 国
28年度より農地売買等支援
事業へ統合。

有

農地中間管理機構事業
／農地売買円滑化事業

公益社団法人全国農地
保有合理化協会
法人番号
2010005003185

23,010,000                 一般会計
農地集積・集約化対策
事業費補助金

平成27年5月8日 公社 国
28年度より農地売買等支援
事業へ統合。

有

農地中間管理機構事業
／農地売買支援事業
（支援法人費）

公益社団法人全国農地
保有合理化協会
法人番号
2010005003185

1,141,314,000             一般会計
農地集積・集約化対策
事業費補助金

平成27年5月22日 公社 国

農地売買等支援事業につい
ては、28年度予算において、
農地中間管理機構が行う農
地の買入れに必要な資金の
借入枠（350→164億円）の見
直し等の減額を行った。ま
た、事業の効率的運用を図る
ために条件整備資金利子助
成事業、農地売買円滑化事
業との統合を行った。29年度
予算概算要求においても、借
入枠（164→140億円）の更な
る見直し等を行った。

有

大豆・麦・飼料用米等生
産拡大支援事業／大豆
価格形成安定化事業

公益財団法人日本特産
農産物協会
法人番号
4010405001118

25,718,000                 一般会計
国産農畜産物・食農連
携強化対策事業費補助
金

平成27年4月9日 公財 国

国産大豆の適正な取引価格
の形成するために、当該法人
のみが国産大豆の市場を開
設しており、公益性と必要な
知見を有する唯一の者として
予算要求の段階から事業実
施主体としていることから支
出先を見直すことは困難。

有

緊急食糧支援事業費補
助金

公益社団法人国際農林
業協働協会
法人番号
8010405002616

8,693,982,000             一般会計
緊急食糧支援事業費補
助金

平成27年4月21日 公社 国

本事業は、緊急食糧支援とし
て被援助国に貸し付けた政
府保有米が償還される際に、
食料安定供給特別会計に発
生する損失を補填する事業で
あり、被援助国及び（公社）国
際農林業協働協会との契約
に基づき、平成４３年度まで
償還を継続する必要があるこ
とから見直し困難。

有

国際漁業振興協力事業
（地域水産業人材育成
事業）

公益財団法人海外漁業
協力財団
法人番号
6010405010447

57,520,000                 一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成27年4月10日 公財 国

透明性・公平性向上の取組を
実施（公募）しており、複数の
応募があった。外部有識者も
含めた公募選定委員会により
採択されたもの。

有



国際漁業振興協力事業
（水産振興・資源管理協
力事業）

公益財団法人海外漁業
協力財団
法人番号
6010405010447

360,902,000               一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成27年4月10日 公財 国

透明性・公平性向上の取組を
実施（公募）しており、複数の
応募があった。外部有識者も
含めた公募選定委員会により
採択されたもの。

有

国際漁業振興協力事業
（国際資源管理対策事
業）

公益財団法人海外漁業
協力財団
法人番号
6010405010447

49,562,000                 一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成27年4月10日 公財 国

透明性・公平性向上の取組を
実施（公募）しており、複数の
応募があった。外部有識者も
含めた公募選定委員会により
採択されたもの。

有

平成２７年度水産関係
民間団体事業（漁場油
濁被害対策事業）

公益財団法人海と渚環
境美化・油濁対策機構
法人番号
5010005000139

35,716,000                 一般会計
水産資源回復対策事業
費補助金

平成27年4月21日 公財 国

平成28年度の予算において、
審査認定事業費及び油濁被
害防止対策費の額の削減を
行った。

有

平成２７年度水産関係
民間団体事業（漁場漂
流・漂着物対策促進事
業）

公益財団法人海と渚環
境美化・油濁対策機構
法人番号
5010005000139

33,410,000                 一般会計
漁業経営安定対策事業
費補助金

平成27年4月21日 公財 国

透明性・公平性の向上の取
組を実施（公募）したが、１者
応募となっていることから、１
者応募の解消に向け、事業
者への情報提供として、公募
期間の延長、公募要領への
事業内容の詳細な記載、公
示箇所の増加等の取組を
行った。

有

平成２７年度水産関係
民間団体事業（国産水
産物流通促進事業）

国産水産物流通促進セ
ンター 代表機関 公益
社団法人日本水産資源
保護協会
法人番号

801,196,000               一般会計
水産物加工・流通等対
策事業費補助金

平成27年4月9日 公社 国
平成28年度において、新規採
択件数の見直しを行い予算
の削減を行った。

有

平成２７年度水産関係
民間団体事業（国産水
産物安定供給セーフ
ティネット事業）

公益財団法人水産物安
定供給推進機構
法人番号
6010005000146

199,793,000               一般会計
水産物加工・流通等対
策事業費補助金

平成27年4月9日 公財 国

透明性・公平性の向上の取
組を実施（公募）したが、１者
応募であった。外部有識者も
含めた選定委員会において
採択されたもの。

有

農業経営基盤強化資金
利子助成金等交付事業

公益財団法人農林水産
長期金融協会
法人番号
7010005003899

1,568,833,000             
東日本大震災復興特別

会計
農業経営金融支援対策
費補助金

平成27年4月13日 公財 国

平成28年度行政事業レ
ビューにおいて、引き続き効
率性に留意しつつ予算の執
行を進めるとの点検結果であ
り、引き続き効率的・効果的
な予算の執行に努めていく。

有



海岸防災林再生等復興
支援事業

公益社団法人国土緑化
推進機構
法人番号
7010005017189

36,611,000                 
東日本大震災復興特別

会計
森林整備・保全費補助
金

平成27年4月30日 公社 国

透明性・公平性向上の取組を
実施（公募）しており、複数の
応募があった。外部有識者も
含めた公募選定委員会により
採択されたもの。（平成28年
度限りで事業終了。）

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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